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本日の報告

はじめに

1. 住宅の現状と自治体の空き家等への対応策

2. 空き家等の要因分析の先行研究

3. 住宅・土地統計調査から得られたデータの概要

4. 空き家の要因分析

おわりに

注1) 本研究はJSPS科研費 (JP21K18438)の助成を受けたものである。
注2) 当該研究結果は、統計法に基づき独立行政法人統計センターから「住宅・土地統計調査」（総務省）の匿名デー タの提供を受け独自に

作成・加工した統計であり、総務省が作成・公表している統計等とは異なる。
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はじめに
【研究の背景と動機】

2015 空き家対策の推進に関する特別措置法 施行

（↑10年経過 行政代執行等 250件/5年間 詳細次頁）

＊所有/相続と課税に関する法律・税金等と制度との調整コスト…省庁をまたぐ

＊地方団体側の実務・コスト (土地登記、地籍調査)

＊都市計画 (都市のスポンジ化)

＊個人財産に対する考え方

2020 所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法 全面施行
⇒ (管理不全)空き家問題の先送りは、所有者不明の土地(家屋)を増やす要因となる

⇒ 未然防止策として「空き家」の把握は急務

↑定義と実態調査(実務的課題)

2023 空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律
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1-1. 空き家の現状 (住宅総数と空家率の推移)

図2-1 総住宅数と増加率の推移(1958-2018) 図2-2 非居住住宅数と割合の推移(1958-2018)
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補) 維持補修費だけでは終わらない(1)
空き家率ランキング

2013年

1 山梨県 17.2  
2 愛媛県 16.9
3 高知県 16.8
4 徳島県 16.6
5 香川県 16.6
6 和歌山県 16.5
7 鹿児島県 16.5
8 山口県 15.6
9 岡山県 15.4
10 広島県 15.3
11 長崎県 14.9
12 群馬県 14.8
13 三重県 14.8
14 大分県 14.8
15 栃木県 14.7
全 国 12.8

注) 総務省『住宅・土地統計調査』H25年度版より集計。マンション、
店舗、事務所は含まない。別荘は含まない。福井県は13.5％(28位)

● 2013年10/1現在の総住宅数 6,063万戸
(5年前と比較して304万戸増：5.3％増)

※ 総住宅数は15年間で1,000万戸以上

⇒ このうち居住世帯のない住宅数 853万戸(14.1％)
※S38は3.4%、S58は10.1% 

図6 空き家の内訳

注) 総務省『住宅・土地統計調査』H25年度版より作成。
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図7 特定空き家に対する行政代執行の状況

注) 日経グローカルNo.273(2015.8.3)、p15より転載。

注) 榊原(2014)「2025年の住宅市場～除却・減築が進まなければ、空き家率が20%を超え
る時代に～」第215回NRIメディアフォーラム (野村総合研究所)資料より抜粋。

昼間だけの使用等 24万戸
空き家  820万戸 (13.5％) 
建築中  9万戸



国土の地目別面積・地価

面積  (万ha、%) 平均価格
(円/㎡)

一般森林 2,506 66.3% 14

農地 456 12.1%
田818

畑 470

宅地 190 5.1% 35,613

道路、水面、河川等 270 7.1%

原野等 34 0.9% 17

その他 322 8.5%

合計 3,779

注) 東京財団『国土の不明化・死蔵化の危機～失われる国土Ⅲ～』2014年3月、
p27より転載。

【土地の所有者不明化・無居住化の弊害】
・公共事業等の遅延
・地域環境の悪化 (不法投棄、不審者、犯罪)
・自然災害発生時の二次的被害 (地震、火事、雪)
・外資による森林、水源地等買収
・農地集約、大規模化等への影響
・固定資産税未納 (死亡者課税：146/888(16％)注1)
・国境離島の管理問題

【土地の所有者不明化の背景と今後】
・資産価値↧、相続税対象者拡大⇒相続放棄/相続人不在

⇒国庫帰属？
・地籍調査の遅れ、不動産登記(任意) ←賦課課税方式
・戦争、大震災(沖縄：80万㎡、

福島県大熊町：890/2365 不明/地権者)

注) 国土交通省「農地・森林の不在村所有者に対するインターネットアンケー
ト調査結果」より抜粋(2012)。

農地所有者数
405万人

森林所有者数
324万人

在村：344万人    (84.5％)
不在村：62.8万人(15.5％)

在村：245万人    (75.6％)
不在村：79.1万人(24.4％)

所在の把握が難しい所有者 推計
農地：約12万人
森林：約16万人

うち 相続時に手続きをして
いない所有者約16.4％

不在者の農地44％が放置 不在者の森林78％が放置
→
注) 国土交通省資料『国土の長期展望に向けた検討の方向性につい
て』 2011.12.17、p20より転載。

●所有者不明地推計(国交省)
2020年: 8万6,000ha ⇒ 2050年: 57万ha(東京都面積の2.6倍)

↑
注1) 東京財団『土地「所有不明化」～自治体アンケートが示す問題の実態

～』2016年3月より。

補) 維持補修費だけでは終わらない(2)



1-2. 空き家の現状 (都道府県別空き家率とその対策)

表2-3(抜粋) 非居住住宅割合、および対策計画・措置実績件数 (5年累計)
● 非居住住宅割合 西高東低

・宮城県 (11.6%)
・秋田県 (13.3%)
・山形県 (11.7%)

…
・和歌山県 (18.8％)
・山口県 (17.3%)
・徳島県 (18.6%)
・香川県 (17.5%)
・愛媛県 (17.6%)
・高知県 (18.4%)

● 空き家対策 (5年累計)
譲渡所得控除 3万8,000件
国費で除却・解体 1万5,000件

● 空き家数 (2021年3月末時点)
管理不全空き家 8万戸
特定空き家 3万戸
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1-3. 空き家等の現状と自治体の対応策(1)
1. 空き家の現状(P4参照)

→住調の調査年にごとに、都道府県別で、当該年に建てられた
建築物の軒数 (回答者数)

2. 空き家等に対する税を用いた自治体の対応策
➀ 京都市：「 非居住住宅」への法定外税の導入提言 2020

https://www.city.kyoto.lg.jp/templates/shingikai_kekka/gyozai/0000274421.html

② 熱海市：「別荘等所有税」1976～
https://www.city.atami.lg.jp/kurashi/zeikin/1000769/index.html

③ 神戸市、尼崎市：管理不全空き家に対する固定資産税の特
例除外 2021

https://www.city.kobe.lg.jp/a92551/business/todokede/jutakutoshikyoku/building
/work/akiya.html

https://www.city.kobe.lg.jp/a03858/kurashi/tax/kotei/sansyo2.html
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1-3. 空き家等の現状と自治体の対応策(2)

【空き家問題の研究で考慮すべき点】
不確実性…ライフスタイルの変化→過去の延長で未来を予測するのは困難

背景因子の複雑さ…個々人の事情による「所有/賃貸・売却」判断

地域性…都市部と地方とで需給バランスの差

データ整備…「空き家」の定義・調査困難(時間、人的コスト)

【問題解決を急ぐ背景】
外部性…周辺地域へ及ぼす影響

緊急性…問題先送りで深刻化、団塊ジュニア世代への相続が迫る

財政問題…EBPMにもとづく政策の優先順位付けが不可欠

相続土地国庫帰属制度(2023年開始)…維持管理者、逸失固定資産税
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2-1. 先行研究～空き家等の要因分析～
表2-1.先行研究 説明変数 被説明変数

秋山ほか
(2018)

区画ごとの空き家率の空間分布
推定(OLS)

空き家棟数(水道閉栓情報等にもとづ

くサンプル調査 GISデータ)

：鹿児島市、

建物属性(建築年、構造、面積)、所有者

属性、立地特性(用途地域)

秋山ほか
(2019)

建物ごとの空き家率の推定(OLS) 空家率(同上)

：鹿児島市＋朝倉市での適用可能性

同上(主成分分析を用いて変数探索) 

織田ほか
(2018)

空き家発生の要因分析
(共分散構造分析)

空家率(目視調査結果 GISデータ)

：秦野市

物件属性(階数、延床面積、築年数)、居

住地の需要、居住地の周辺環境

馬場、樋野
(2018)

管理不全空き家の要因分析
(ロジスティック回帰分析)

管理不全指標(目視調査 GISデータ)

：川口市

建物(床面積、築年数、接道状況)・周辺

環境特性、所有者特性

松本、瀬戸
(2011)

京町家滅失の要因分析
(ロジスティック回帰分析)

町家の滅失 (目視調査 GISデータ)

：京都市

花岡ほか
(2009)

京町家の建て替え要因分析
(ロジスティック回帰分析 二
項・多項)

町家建て替え有無/取り壊し後の土地

利用転換(目視調査 GISデータ)

：京都市

町家特性(構造・利用状況)、土地利用規

制、近傍環境特性

宮川ほか
(2018)

建物更新の起こりやすさ
(ロジスティック回帰分析)

建物更新有無(目視調査 GISデータ)

：東京都区部

立地、建物特性、居住者属性、都市計画、

周辺環境(町丁目単位)
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2-2. 使用データの概要
表2-2 使用データの基本統計量

11

【居住住宅】

・建物の構造は様々

・腐朽破損がある住宅は１割弱

・一戸建て６割、共同住宅３割強

・接道幅員は２ｍ～10ｍの範囲内、２ｍ未
満や接道なしの比率は合計で１割に満た
ない

【非居住住宅】

・鉄筋/鉄骨コンクリート構造の建物が半数

・腐朽破損がある住宅は２割強

・共同住宅が８割

・接道幅員は２ｍ～10ｍの範囲内、２ｍ未
満や接道なしの比率は合計で１割に満た
ない
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図2-1.  都道府県別、年代別建築物数の推移
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図2-2.  都道府県別建築年別 空き家/非空家比較 (2003、2013)

2003年 2013年

空家率 サンプル数 空家率 サンプル数

築45年以上 2.1% 27,638 2.8% 41,440

築30-45年 4.8% 101,860 4.6% 110,950

築15-30年 5.6% 81,967 4.7% 65,135

築 5-15年 5.8% 71,711 4.1% 50,181

築 5年以内 4.5% 30,676 3.6% 18,875
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3-1.空き家の要因分析

●分析の手順

 Step1: 全国データで分析 (2008年度、2013年度)

Step2: 地方別に分析 (2008年度、2013年度)

【被説明変数】
居住有=0, 空き家＝1 (「居住実績なし」のうち賃貸・売却用、その他) 

地方部では「塩漬け」状態の物も多いため

【説明変数】
① 建物の構造 (木造、防火木造、鉄筋/鉄骨コンクリート、鉄骨造、その他ブロック)

② 腐朽の有無 (有/無)

③ 住宅の建て方 (一戸建て/長屋/共同住宅/その他)

④ 前面道路幅員 (2m/2-4m/4-6m/6-10m/10m以上/接道なし)

※下線の説明変数をBase Lineとして比較する
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補. ロジスティック回帰分析とは(1)

：被説明変数がカテゴリーデータ
①リスクファクターの検討 

(実際の発生傾向との整合性確認)

②リスクファクターから発生確率を予想する
ための手法

【評価】

：モデル全体の適合度評価(尤度比検定統計量、寄与
率、判別精度、AUC、マクファーデン決定係数)

：モデル内の説明変数の有意性評価(Wald χ2)

【尺度】

：オッズ比…「他の変数が一定という条件で」各変数
が1増加したとき相対的に何倍になるか、被説明変
数への影響度を調べる尺度(＝値が大きいほどリス
クが高い)

：AUC(Area Under the ROC Curve)…予測値と実際の
値からモデルの適合度を測る

l =ln
𝑝

1−𝑝
＝b0+b1x1+…+bpxp

p =
1

1+exp(−𝑙)
=

1

1+exp [−(b0+b1x1+…+bpxp)]

l ;ロジット(対数オッズ) p ;空き家かどうか確率

b0；定数項 b1…bp；偏回帰係数

1

0

ｘ：説明変数

p

：
空
き
家
で
あ
る
確
率

通常の回帰分析

ロジスティック回帰分析
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補. ロジスティック回帰分析とは(2)

【オッズ比とリスク比の違い】

いずれも「ある事象」の起こりやすさを示す

オッズ比…被説明変数への影響度(＝値が大きいかどうか/順位だけわかる)

リスク比…原因によって結果(有)となるリスクが結果(無)に対して何倍か(危険性)

空き家であるか
リスク

有(p) 無(1-p) 横計

腐朽有 30 20 50 30/50＝60％

腐朽無 10 40 50 10/50＝20％

リスク比…60％／20％＝3
※腐朽(有)は腐朽(無)に比べて空き家にな
るリスクが3倍高い

空き家であるか
オッズ

有(p) 無(1-p)

腐朽有 30 20 30/40／10/40=3

腐朽無 10 40 20/60／
40/60=0.5

縦計 40 60

オッズ比…3／0.5＝6
※腐朽(有)は腐朽(無)より空き家発生に及
ぼす影響が大きい(寄与順位のみ示せる)
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補. ロジスティック回帰分析とは(3)

【モデルの判別精度】

AUC(Area Under the ROC Curve)

… 受信者操作特性

予測
実測値

陽性 陰性

陽性
真陽性

(True Positive: TP)
偽陰性

(False Negative: 
FN)

陰性
偽陽性

(False Positive: FP )
真陰性

(True Negative: TN)

TN TP 

閾値
(カットオフ値)

FN FP

真
陽
性
率(

感
度) 

偽陽性率
(1-特異度) 

Falseとする Trueとする

AUC 低 AUC 高

TN TP 

FN FP

1に近いほど精度が高い

偽陽性率
(1-特異度) 

真
陽
性
率(

感
度) 

閾値
(カットオフ値)
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4-1 地方別に推定

a) 2013年データ、2008年データ
※桑原美香、唐渡広志(2022)『地域公共政策研究』第32号、pp43-51。

4-2 グループ別に推定…クラスターごとにグループ分け

a) 全体傾向

b) グループ別傾向
※桑原美香(2022)『地方自治研究』第37巻1号、pp1-13。
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補) 推定結果の説明



4-1. 推定結果

192025/11/20 住宅・土地統計 個票データを用いた外観特性(桑原)

【2013年データ】 【2008年データ】



4-1. 推定結果(つづき)

202025/11/20 住宅・土地統計 個票データを用いた外観特性(桑原)

【2013年データ】

注）（ ）内は標準偏差、***は1％水準、**は5％水準、*は10％水準で有意であることを示す。

【2008年データ】



4-2. 推定結果 (地域グループ分け)

21

図4-1 地域グループのデンドログラム Group1
(11都府県)

東京、福岡、兵庫、大
阪、愛知、神奈川、千
葉、埼玉、沖縄、滋賀、
宮城

Group2 
(11県)

高知、徳島、長崎、宮
崎、大分、愛媛、鹿児
島、山口、和歌山、島
根、秋田

Group3
(24府県)

香川、佐賀、栃木、茨
城、熊本、岡山、三重、
広島、京都、奈良、山
梨、富山、静岡、岐阜、
長野、新潟、石川、群
馬、鳥取、福井、山形、
岩手、福島、青森

Group4 
(1道)

北海道
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4-2. 推定結果 (表4-1)
● ロジスティック回帰分析とは…

  被説明変数が１or０

● オッズ比とは…

 １を超えているカテゴリーは
Baseline-categoryと比べて空き家
になる確率が高い

【全体の傾向】

・腐朽破損がある場合、オッズ比が高
い

・共同住宅、長屋、その他の順に一戸
建てよりもオッズ比が高い

・各説明変数は１％水準で有意

・疑似決定係数は0.178

↓

地域ごとに分けて分析
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4-2. 推定結果 (表4-1つづき)
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4-2. 推定結果 (表4-2)
【地域別傾向】

・Group2と3の決定係数上がった

・Group1と3は、いずれの説明変
数も１％水準で有意

・Group2は、建物の構造が非有意

・Group4は、接道幅員の説明変数
が非有意になった

・Baseline-categoryである「木造
住宅」で「接道２ｍ未満」の
オッズのほうがオッズ比が高い

・地域にかかわらず、腐朽破損の
ある住宅の方がオッズ比が高い

・地域にかかわらず、共同住宅、
長屋、その他の順でオッズ比が
高い
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4-2. 推定結果 (表4-2つづき)
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Group1
(11都府県)

東京、福岡、兵庫、大
阪、愛知、神奈川、千
葉、埼玉、沖縄、滋賀、
宮城

Group2 
(11県)

高知、徳島、長崎、宮
崎、大分、愛媛、鹿児
島、山口、和歌山、島
根、秋田

Group3
(24府県)

香川、佐賀、栃木、茨
城、熊本、岡山、三重、
広島、京都、奈良、山
梨、富山、静岡、岐阜、
長野、新潟、石川、群
馬、鳥取、福井、山形、
岩手、福島、青森

Group4 
(1道)

北海道



5. おわりに
＊個票データを用いて現行の居住住宅と非居住住宅とを比較

＊非居住住宅に特徴的に見られる傾向とその影響度合いについて定量的に検討

●非居住住宅になる確率

全国的な傾向：「木造、腐朽破損がある、1戸建て、接道幅員が2ⅿ未満」の住宅

  ※ 建物の構造 居住と非居住住宅との有意差は示せなかった

  ※ 接道幅員 非居住住宅になりやすいかどうかとあまり差がないことが有意に示された

地域別傾向：

グループ1 大規模都市を擁する 鉄筋/鉄骨コンクリート造の建物が非居住住宅になる確率は下がる

グループ3 中四国地方を多く含む

グループ3 中・小規模都市を擁する

グループ4 北海道
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ご清聴ありがとうございました
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今回の研究範囲と今後の拡張
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. estat gof, group(10)

Logistic model for 空き家3, goodness-of-fit test

  (Table collapsed on quantiles of estimated probabilities)

       number of observations =    316013
             number of groups =        10

Hosmer-Lemeshow chi2(8) =       106.85
                  Prob > chi2 =        0.0000
. lroc

Logistic model for 空き家3

number of observations =   316013
area under ROC curve   =   0.8082

. estat gof, group(10)

Logistic model for 空き家3, goodness-of-fit test

  (Table collapsed on quantiles of estimated probabilities)

       number of observations =    319339
             number of groups =        10

Hosmer-Lemeshow chi2(8) =       115.48
                  Prob > chi2 =         0.0000
. lroc

Logistic model for 空き家3

number of observations =   319339
area under ROC curve   =   0.8032

2013

2008
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※陽性と陰性をかなり区別できているが、
予測値と実測値は統計的に乖離…



5. 考察

【全体】

① 木造、腐朽あり、共同住宅、前面道路2ｍ未満の住宅は、それぞれ他条件に比べて空家になる
確率が有意に上がる

② 地方別の方が各モデルの精度が上がる(疑似決定係数/AUC) ；東北、北陸、東海、中四国

【北陸地方の特徴】

（今回のデータ上）北陸の空き家率は比較的低く(5.0％(2013)、5.7％(2008))、

居住有一戸建て割合が高い(78.7％(2013)、77.7％(2008))

① 防火木造より鉄骨造住宅のオッズ比が高い(有意ではない)

② 腐朽有、共同住宅のオッズ比が有意に高い
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補. 傾向スコアマッチングとは
【マッチングの対象】

【注意点】

分布の重なりが小さすぎる…ROC 高

分布の重なりが大きすぎる…ROC 低

人
数

傾向スコアマッチ
ングの解析対象

キャリパー

非曝露群のみ
のため除外

曝露群のみ
のため除外

キャリパー
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